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特　集

欧州の建設事情に関する調査

　建築コスト管理システム研究所では2013年７月、欧州に調査団を派遣し、
主としてスウェーデン、ドイツ、フランスの三カ国における建築積算や主
要建設企業等に関する調査を行いました。本特集はその調査によって得ら
れた知見をまとめてお伝えするものです。
　EUは冷戦終焉後の1993年11月に発効したマーストリヒト条約（EU条約）
によって、それまでの欧州共同体（EC）から欧州同盟（EU）へと改称さ
れました。以後、統合の発展に伴って、EU条約はアムステルダム条約
（1999年５月発効）、ニース条約（2003年２月発効）、リスボン条約（2009
年12月発効）と３度の改正を重ねつつ、EUは飛躍的な統合の深化と拡大
を成し遂げています。EUとは、これらの条約に基づいて、経済通貨統合、
共通外交・安全保障政策、警察・刑事司法協力等のより幅広い分野での協
力を進めている政治・経済統合体です。2013年７月１日のクロアチアの加
入によって、現時点では28カ国、総面積は429万㎢（日本の約11倍）、総人
口５億810万人（日本の約４倍）、GDPは16兆6,411億ドル（2012年）という
巨大な経済圏を形成しています。なお、統一通貨のユーロは、17カ国
（Euro Area: EA-17）が導入している状況です。
　2009年10月のギリシャ総選挙による政権交代で、GDP比12％の財政赤字
が明るみに出て、それを契機にして、ユーロ危機あるいはギリシャ危機と
呼ばれる経済的混乱がEU全域にまで及びました。しかし、深刻な2012年
の景気後退の後は、2013年前半には安定化し、年後半よりプラス成長に転
じて2014年にはより高い成長を遂げると見込まれています（2013年５月欧
州委員会の経済見通し）。
　2012年における欧州建設業は、EU加盟国（EU-27）全体の完成工事高が
約１兆1,700億ユーロ（約152.1兆円）で、域内GDPの9.1％（固定資産形成
の49.9％）、企業数312万社（95％は20人未満の中小企業）、就業者数は約
1,461万人で全就業者の6.8％（産業区分別では最大）、建設関連業を含める
と約4,380万人とされています（業界団体のFIEC資料：Key Figures）。こ
のように、EUの中で建設業は重要な産業的ポジションを占めています。
　本特集では、調査概要に続き、調査に参加した各学者・研究者によるテー
マ別論考、欧州に拠点を持つ日本ゼネコンの代表者の論文、そして、調査
協力いただいたドイツ人教授によるエッセイをお届けします。
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図２　欧州主要国別の位置及び建設マーケット（2007年）

図１　EU-27における建設工事計・建築・土木別の建設生産指数の推移（2010年 = 100）
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表１　欧州各国別の「建設業」の構造指標・概要
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